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１．新規制基準適合性審査の対応状況

２



新規制基準について

【新規制基準の概要】

重大事故の防止
（共通要因による安全
機能の一斉喪失の防止）

【強化又は新設】

万一、重大事故が発生
しても対処できる設備・
手順の整備

【新設】

火災に対する考慮

自然現象に対する考慮

意図的な航空機衝突への対応※

重大事故の対策については、
事業者の自主保安

＋

電源の信頼性

その他の設備の性能

耐震・耐津波性能

放射性物質の拡散抑制

格納容器破損防止対策

炉心損傷防止対策

内部溢水に対する考慮（新設）

自然現象に対する考慮
（火山・竜巻・森林火災を新設）

火災に対する考慮

電源の信頼性

その他の設備の性能

耐震・耐津波性能

〔新規制基準〕
〔従来の規制基準〕

※基準で要求されている特定重大事故等対処施設に
ついては、本体施設等の工事計画認可日から５年後
までに整備

○平成23年3月の福島第一原子力発電所事故では、地震や津波などにより安全機能が一斉に

喪失し、更に、その後の重大事故の進展を食い止めることができませんでした。
○事故の教訓として、地震・津波といった共通の要因によって安全機能が一斉に失われな

いよう、地震や津波をはじめ自然現象等の想定と対策が強化されました。
○また、事故の進展を食い止めることが出来なかったという教訓を踏まえ、重大事故の発

生防止にとどまらず、万一重大事故が発生してしまった場合に、事故の拡大を防ぐ対策
や影響緩和の対策などを新たに要求した新規制基準が、平成25年7月8日に施行されまし
た。
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新規制基準適合性審査の対応状況及び再稼働までの流れ
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○当社は、平成25年7月、玄海３，４号機の新規制基準への適合性審査を受けるため、「原子炉設置変更

許可(基本設計)」、「工事計画認可(詳細設計)」、「保安規定変更認可(運転管理・体制)」を一括して原子

力規制委員会に申請し、この内、平成29年1月18日に原子炉設置変更の許可を頂きました。

○現在、工事計画認可、保安規定変更認可について、同委員会による審査を受けています。

○工事計画認可後は、安全対策として発電所で整備している可搬型設備などの使用前検査を受検

します。
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２．安全性向上への取組み

（１）自然現象等への対策

［地震・津波・火山・竜巻・火災対策等の強化］
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地震対策の強化

北海道留萌支庁南部地震の概要 鳥取県西部地震の概要

留萌 日野町

ｏ発電所周辺の活断層により想定される地震動
・Ss－１：540ガル

〔応答スペクトル（全ての活断層）〕

・Ss－２：268ガル
〔断層モデル（城山南断層）〕

・Ss－３：524ガル
〔断層モデル（竹木場断層）〕

ｏ震源と活断層の関連付けが難しい過去の地震動
・Ss－４：620ガル

〔2004年北海道留萌支庁南部地震〕

・Ss－５：531ガル
〔2000年鳥取県西部地震〕

○発生日：2004年12月14日
○マグニチュード：Mw5.7

○発生日：2000年10月6日
○マグニチュード：Mw6.6

【基準地震動】

地震の想定を厳しく見直しました。

○広範囲にわたる詳細な地質調査を実施したうえで、
安全側の評価を行って活断層を認定し、玄海原子
力発電所の重要施設に大きな影響を及ぼすおそれ
がある地震を「基準地震動」として策定。

○発電所の重要施設が基準地震動によって機能喪失
しないことを確認。

玄海原子力発電所周辺の活断層分布図
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津波対策の強化

津波評価の概要

津波の伝播

津波の発生

取水ピット前面の最大津波高さ
海抜＋６m程度（満潮時）

敷地高さ

海抜１１m

地震

○津波発生時の引き波により、海面が下降した場合でも、燃料を冷却するために必要な海水を継続して取水できるこ
とを確認

⇒取水ピットでの潮位のバラツキなどを考慮した最大低下水位：－4.5ｍ【干潮時】

○対馬南西沖断層群と宇久島北西沖断層群の連動（Mw7.6）と西山断層帯（Mw7.9）の新知見による津波を評価
⇒発電所取水ピット前面での潮位のバラツキなどを考慮した最大津波高さ：＋6.0ｍ【満潮時】

【上昇側】

【下降側】

取水ピットでの最大低下水位
海抜－４．５m（干潮時）

津波評価で想定した津波発生源

30km

100km

玄海原子力発電所

対馬南西沖断層群

宇久島
北西沖断層群

対馬南西沖断層群と
宇久島北西沖断層群の連動

津波の想定を厳しく見直しました。

○発電所周辺で想定される津波のうち、施設に最も大きな影響を与える津波を「基準津波」として策定。
○発電所における津波高さを評価した結果、敷地高さ（海抜＋11ｍ）は十分に高く、原子炉施設の安全性に
影響がないことを確認。
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火山対策の強化

○発電所から半径160kmの範囲にある第四紀火山（49火山）と九州のカルデラを対象に、将来の活動可
能性及び火山事象（火砕流・溶岩流等）による発電所への影響を評価。

〇その結果、敷地に火山灰は認められないが、安全側に九重山における約５万年前の「九重第１噴火」
による火山灰（層厚10cm）を想定したとしても、設計及び運転による対応が可能と評価。

〇なお、九州に５つ存在するカルデラについては、噴火履歴の特徴及びマグマ溜まりの状況から、運用
期間中の破局的噴火の可能性は極めて低いと評価。

〇また、カルデラについては、噴火の可能性が十分小さいことを継続的に確認するため、火山活動のモ
ニタリングを実施し、活動状況に変化がないことを定期的に評価・確認。

※：破局的噴火とは、約100km3以上の噴出物を伴う
噴火のことを言い、100km3とは、1914年の桜島
大正噴火の約50倍のボリューム

定期的に火山活動のモニタリングを実施します。

破局的噴火の噴火規模
九州のカルデラ位置

玄海原子力発電所周辺の検討対象火山の位置 ８



竜巻への対策を強化しました。

竜巻対策の強化

保管庫の設置資材保管用コンテナの固縛

○日本で過去に発生した最大の竜巻(92ｍ/秒)を考慮して、最大風速100ｍ/秒の竜巻を想定し、

対策を実施。

○資材保管用コンテナやマンホールなどは、重りを付けたり、ボルトで固定するなど飛散を防止。

・屋外の重要な設備には、飛来物の衝突を防止するため、防護ネットを設置。

・資機材等を収納する保管庫を設置。
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火災、溢水への対策を強化しました。

〔火災対策（火災感知器・自動消火設備）〕

火災、溢水対策の強化

防火帯の設置

【火災対策】

○安全上重要なポンプ等の設置エリアに、検知方法の異なる複数の火災感知器や、自動消火設備を増設。

○同一エリア内にある安全上重要な設備を耐火壁等で分離し、火災の影響を軽減。

○森林火災等の延焼を防止するため、発電所の敷地境界付近に防火帯を設置。

【溢水対策】

○タンクや配管が壊れて漏れ出た水や蒸気から、安全上重要な設備を守るため、タンクや配管の補強、

水密扉※の設置などを実施。

※：扉が扉枠に密着する水密性の高い扉
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２．安全性向上への取組み

（２）安全対策

［電源供給手段、冷却手段の多様化 等］
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安全対策

内 容 設 備（例）

電源供給手段

○非常用ディーゼル発電機等の常設の電源設備
に加え、原子炉及び使用済燃料ピットにある燃料
の損傷を防止するための電動ポンプや監視する
ための計器に、電源を供給する手段の多様化を
図っています。

・大容量空冷式発電機

・直流電源用発電機

・非常用ディーゼル発電機

燃料油貯蔵タンク増設 他

冷却手段

○原子炉や使用済燃料ピットにある燃料の損傷防
止、及び格納容器の破損防止のため、常設のポ
ンプに加え、可搬型のポンプ等を配備し冷却手段
の多様化を図っています。

・常設電動注入ポンプ

・可搬型ディーゼル注入ポンプ

・移動式大容量ポンプ車 他

水素爆発防止
○格納容器内での水素爆発防止対策として、静的
触媒式水素再結合装置及び電気式水素燃焼装
置を設置しています。

・静的触媒式水素再結合装置

・電気式水素燃焼装置

事故時の

対策拠点

○重大事故等発生時に、現地対策本部として使用
する代替緊急時対策所を、高台の強固な岩盤上
に設置しました。

○更なる安全性・信頼性の向上を目的に、支援機
能を更に充実させた耐震構造の緊急時対策所を
整備します。

・代替緊急時対策所（耐震構造）

【計画】

・緊急時対策所（耐震構造）

○電源供給や冷却などに使用する可搬型設備については、多様化を図ったうえで複数台確保し、
発電所構内に分散配置しています。
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主な安全対策の状況

玄海原子力発電所
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炉心損傷防止

① 可搬型ディーゼル注入ポンプ(新設)
による炉心への注水

② 常設電動注入ポンプ(新設)による
炉心への注水

③ 格納容器スプレイポンプ(機能追加)
による炉心への注水

④ 移動式大容量ポンプ車(新設)による
原子炉補機冷却設備への海水供給

【冷却手段の多様化】
常設のポンプに加えて、可搬型

のポンプ等を追加配備。

原子炉内の燃料（炉心）が損傷することを防止するため、冷却手段の多様化を実施しました。

 

（注）4 号は各々、復水ピット、燃料取替用水ピット 

③ 

タービン動補助 
給水ポンプ 

格納容器 

原子炉容器 

制御棒 

電動機 

格納容器 
スプレイポンプ 

淡水池 

海水 

常設電動 
注入ポンプ 

格納容器スプレイポンプを

使用した炉心注水 

中間受槽 

海へ 

各補機へ冷却水を 
供給 

燃料 屋
内 

屋
外 

加
圧
器 

蒸
気
発
生
器 

蒸
気 

復水 
タンク 

原子炉補機 
冷却水冷却器 

燃料 
取替用水 
タンク 

電動補助 
給水ポンプ 

海水系統 

移動式大容量ポンプ車に

よる海水供給 

炉心へ 

炉心 

④ 

可搬型ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ注入ﾎﾟﾝﾌﾟによる

炉心への注水 ① 

常設電動注入ポンプによる炉心注水 ② 
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格納容器破損防止

① 常設電動注入ポンプ(新設)による格納容器
スプレイ

② 可搬型ディーゼル注入ポンプ(新設)による
格納容器スプレイ

③ 移動式大容量ポンプ車(新設)による格納容
器再循環ユニットへの海水供給※

※：海水による熱交換で、格納容器内の空気を冷却する

④ 静的触媒式水素再結合装置【触媒により、
水素と酸素を反応させて水にする装置】

⑤ 電気式水素燃焼装置（イグナイタ）【電気
ヒータにより、水素を強制的に燃焼させて
水にする装置】

【冷却手段の多様化】
格納容器スプレイポンプによって格納容器の

冷却ができない場合に備え、冷却手段を多様化。

【水素濃度を低減する対策】
水素爆発を防止するために、格納容器内に水

素が発生した場合でも、水素の濃度を低減する
ことができる装置を設置。

格納容器の破損を防止するため、冷却手段の多様化や水素濃度の低減対策を実施しました。

（注）4 号は各々 
復水ピット 

   燃料取替用水ピット 

静的触媒式水素
再結合装置 

空気、 
水蒸気 

水素､空気、水蒸気 

触媒 
ﾌﾟﾚｰﾄ 

格納容器スプレイポンプ 

淡水池 

海水 

可搬型ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ注入ﾎﾟﾝﾌﾟ
による格納容器スプレイ 

移動式大容量ポンプ車に
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屋
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燃
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原子炉容器 
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生
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燃料 
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タンク 

格納容器スプレイ 

原子炉補機 
冷却水冷却器 

① 

② 

③ 

電気式水素燃焼装置 

水素､空気 
電気ヒータ 

水蒸気 

⑤ ④ 

屋外へ 

（イグナイタ） 
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放射性物質拡散抑制

放水砲の設置 放水砲による放水訓練 シルトフェンス（水中カーテン）の設置

○格納容器の破損箇所へ放水する放水砲を配備。（移動式大容量ポンプ車から給水）

○放水時の海洋への放射性物質の拡散を防ぐため、シルトフェンスを配備。

万が一の格納容器の破損に備え、放射性物質の拡散を抑制する設備を配備しました。
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緊急時対策所

緊急時対策棟（断面図）

２階

１階

地下１階

地下２階

重大事故等に確実に対応できるよう、代替緊急時対策所を設置しました。

◇緊急時対策所の整備【計画】◇代替緊急時対策所

○重大事故等発生時に、現地対策本部として使用する代替緊急時対策所を設置し運用中。

○更なる安全性・信頼性の向上を目的に、支援機能を更に充実させた耐震構造の緊急時対策
所を整備する計画。
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２．安全性向上への取組み

（３）運用管理面の対策

［万が一の事故への備え、訓練の実施］
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重大事故等対策要員の確保と訓練（１／２）

放射性物質拡散抑制訓練冷却水供給訓練

◇可搬型ディーゼル注入ポンプの設置

◇移動式大容量ポンプ車の設置

電源供給訓練

◇高圧発電機車の電源ケーブル接続
（汚染防護具着用）

◇中容量発電機車の電源ケーブル接続
（汚染防護具着用）

○万が一、重大事故等が発生した場合の対策として、勤務時間外や休日・夜間を含め１年を通じ、速やかに

対応できるよう、一班５２名の対応体制を整備します。この５２名を構成する要員については、班毎に訓練を

繰り返し実施し、力量管理を行い、重大事故等に迅速かつ確実に対応できる体制を整備していきます。

◇放水砲による放水

◇放水砲の設置
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重大事故等対策要員の確保と訓練（２／２）

電源供給訓練（夜間）緊急時の運転操作訓練

◇中間受槽設置（夜間）

冷却水供給訓練（夜間）

がれき撤去訓練（夜間）

◇がれき撤去訓練（夜間）

◇代替緊急時対策所での訓練

原子力防災訓練

◇運転シミュレータを使用した緊急時
の運転操作

◇高圧発電機車による電源供給（夜間）

○運転シミュレータを使用した緊急時の運転操作訓練、夜間・雨天時の訓練など、さまざまな訓練を繰り返し

実施しています。

◇冷却水供給（ホース繋ぎ込み）
（雨天時）

冷却水供給訓練（雨天時）
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【発電設備総点検の実施】

長期停止状態を踏まえた設備の総点検、熊本地震を反映した特別点検を実施します。

【使用前検査の受検】

新規制基準への対応として、新たに配備した可搬型設備等の安全対策設備が、工事計画どおり
の性能を有していることを確認するため、工事計画の認可を受けた後に、発電所において、国に
よる使用前検査等を受検します。

【定期検査の実施】
現在、発電所は定期検査中であり、既存の設備などについて、国による各種の機能検査を受検

します。

（例）・非常用予備発電装置機能検査（非常用ディーゼル発電機の機能を確認）

・原子炉格納容器漏えい率検査（原子炉格納容器の閉じ込め機能を確認）

【慎重なプラント起動】

プラント起動にあたっては、細心の注意を払い慎重に実施します。
（起動にかかる期間を、通常の定期検査後の起動時よりも長く取るなど）

まとめ

○当社は、皆さまに安全・安心をいただけるよう、玄海３，４号機の再稼働に万全

を期して進めてまいります。

○当社は、新規制基準を遵守することはもちろんのこと、更なる安全性・信頼性向上への

取組みを自主的かつ継続的に進め、原子力発電所の安全確保に努めてまいります。 21


